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アンケート結果の概要 

 

１ 高齢社会に関する意識調査 

調査基準日 令和４年 12 月１日 

調査期間 令和４年 12 月１日 ～ 令和４年 12 月 23 日 

調査票発送数 6,500 件 

うち 40 歳以上 64 歳以下 1,500 件、65 歳以上 5,000 件 

有効回収数 3,345 件（51.5％） 

有効回答数 3,303 件（50.8％） 

うち 40 歳以上 64 歳以下 572 件（38.1％） 

うち 65 歳以上 2,731 件（54.6％） 

※年齢（問１-４）が「無回答」のものを除いている 

●結果概要 

 前回調査 計画目標 今回調査 設問 

第
８
期
計
画
の
指
標 

介護予防のための通いの場に

参加していない
・ ・ ・

高齢者 
58.9％ 58.0％ ↓64.8％ 問３-１-⑤ 

地域活動に企画・運営側とし

て参加したいと思う高齢者 
42.7％ 45.0％ ↓35.0％ 問３-４ 

積極的に社会参加できる機会

があると思う高齢者 
25.1％ 35.0％ ↓21.2％ 問３-５ 

健康を自覚する高齢者 69.3％ 70.0％ ↓67.5％ 問４-１ 

認知症の相談窓口を知ってい

る高齢者 
17.6％ 18.5％ ↑21.1％ 問７-16 

 

そ
の
他
（
新
規
な
ど
） 

健康維持のために気を付けて

いることがある高齢者 
97.2％ － ↓96.6％ 問４-４ 

介護予防を意識しているが何

をすれば良いかわからない
・ ・ ・ ・ ・

高

齢者 

－ －  25.7％ 問４-５ 

札幌では元気で健康に暮らし

続けられる取組がなされて

いない
・ ・ ・

と思う高齢者 

15.8％ － →15.7％ 問７-５ 

地域包括支援センターに満足

している高齢者 
－ －  57.7％ 問７-９ 

避難警報が発令された場合に

現在頼れる人がいない
・ ・ ・

高齢者 
－ －   7.2％ 問７-25 

※ ↑：前回調査（計画目標）に比べて改善したもの、↓：前回調査（計画目標）に比べて悪化したもの、 
→：前回調査（計画目標）と比べても概ね変化がみられないもの 
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２ 要介護（支援）認定者意向調査 

調査基準日 令和４年 12 月１日 

調査期間 令和４年 12 月１日 ～ 令和４年 12 月 23 日 

調査票発送数 5,000 件 

有効回収数 2,667 件（53.3％） 

有効回答数 2,241 件（44.8％） 

※予備調査で回答終了となったものを除いている 

●結果概要 

 前回調査 計画目標 今回調査 設問 

第
８
期
計
画
の
指
標 

訪問型サービスで提供される

生活支援についてインフォー

マルサービスを活用しても良

いと思う要支援認定者 

48.7％ 50.0％ ↓48.1％ 問２-６ 

介護に何らかの負担を感じて

いる家族介護者 
56.2％ 50.0％ ↑54.9％ 問６-５ 

 

そ
の
他
（
新
規
な
ど
） 

介護サービスを利用しなくて

も自分で生活できることを理

由として今までまったくサー

ビス利用したことのない
・ ・

要介

護等認定者 

27.1％ － ↓60.0％ 
問４-１ 

問４-２ 

介護を主な理由として仕事を

辞めたまたは転職した主な家

族介護者 

8.4％ － ↑ 7.4％ 問６-11 

介護と仕事を両立していける

と思う家族介護者 
70.2％ － ↑72.2％ 問６-15 

「ケアラー」という言葉を知

っている要介護等認定者 
－ －  55.8％ 問６-16 

大雨や洪水警報により避難す

る場合に助けを求める人が

いない
・ ・ ・

要介護等認定者 

－ －   7.4％ 問７-２ 

大雨や洪水警報により避難す

る場合に指定避難所・福祉避

難所以外に避難する場所が

ない
・ ・

要介護等認定者 

－ －  34.0％ 問７-３ 

※ ↑：前回調査（計画目標）に比べて改善したもの、↓：前回調査（計画目標）に比べて悪化したもの 
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３ 介護保険サービス提供事業者調査 

調査基準日 令和４年 12 月１日 

調査期間 令和４年 12 月１日 ～ 令和５年１月 13 日 

調査票発送数 4,797 件 

有効回収数 2,037 件（42.5％） 

有効回答数 2,037 件（42.5％） 

●結果概要 

 前回調査 計画目標 今回調査 設問 

第
８
期
計
画
の
指
標 

災害に対応した事業継続計画

（BCP）を策定している介護

施設等 

－ 100％ ↓49.1％ 共通 13 

感染症に対応した事業継続計

画（BCP）を策定している介護

施設等 

－ 100％ ↓50.3％ 
共通 18-２ 

【⑮～⑲】 

医療との連携に対して困難や

不安を感じている介護支援専

門員 

38.2％ 31.0％ ↑32.7％ 
問５-２ 

【⑦】 

  

そ
の
他
（
新
規
な
ど
） 

事業所運営に関して特に問題

がない
・ ・

事業者 
9.8％ － ↑ 8.7％ 共通９ 

災害発生時の備えとして既に

地域住民との協力体制の構築

に取り組んでいる事業者 

18.6％ － ↑20.0％ 共通 13 

常勤職員が計画どおり採用で

きていない
・ ・ ・

事業者 
41.5％ － ↓47.2％ 

共通 23 
非常勤職員が計画どおり採用

できていない
・ ・ ・

事業者 
38.4％ － ↑37.7％ 

介護従事者または専門職の確

保が難しく、かつ、一般事務以

外の派遣労働者を受け入れて

いる事業者 

－ －  20.4％ 

問４-１ 

問４-８-１ 

【⑳】 

介護従事者または専門職の確

保が難しく、かつ、一般事務以

外の採用で人材紹介会社を利

用したことがある事業者 

－ －  58.7％ 

問４-１ 

問４-９-１ 

【⑳】 

生産性向上や業務効率化のた

めに AI・ICT 機器の活用をし

ている事業者 

－ －  46.5％ 
問４-10-１ 

【⑳】 

※ ↑：前回調査（計画目標）に比べて改善したもの、↓：前回調査（計画目標）に比べて悪化したもの 
※ 調査種別について特筆していないものは【①～⑲】の回答結果を掲載 


